
船橋市鉄道駅バリアフリー化設備整備費補助金交付要綱 

 
（趣旨） 

第１条 この要綱は、鉄道駅における高齢者、障害者等の移動上及び施設の利用

上の利便性及び安全性の向上を図ることを目的に、高齢者、障害者等の移動等

の円滑化の促進に関する法律（平成１８年法律第９１号）の趣旨に則り、鉄道

駅バリアフリー化設備整備事業を行う鉄道事業者に対して、予算の範囲内に

おいて、経費の一部について、船橋市補助金等の交付に関する規則（昭和５６

年船橋市規則第５０号）及びこの要綱に基づき補助金を交付する。 
 

（定義） 
第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定める

ところによる。 
⑴ 鉄道駅バリアフリー化設備整備事業 別表第１に定める設備を整備する

事業をいう。 
⑵ 鉄道事業者 鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号）第３条第１項の許可

を受けて、鉄道事業を経営する者をいう。 
 

（補助対象者） 
第３条 補助金の対象となる者は、市内の既存の鉄道駅又はこれに直接通ずる

通路（鉄道事業者が所有し、又は管理する通路に限る。）に対し、鉄道駅バリ

アフリー化設備整備事業を行う鉄道事業者（鉄道駅バリアフリー料金制度（軌

道法施行規則（大正１２年内務省・鉄道省令）第２１条第２項第４号及び鉄道

事業法施行規則（昭和６２年運輸省令第６号）第３４条第１項第４号に規定す

る料金に係る制度）を活用する者を除く。）とする。 
 

（補助対象経費及び補助金の額） 
第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、

鉄道駅バリアフリー化設備整備事業に要する経費のうち別表第２に掲げるも

のとし、補助金の額は、補助対象経費の３分の１以内の額（消費税及び地方消

費税に相当する額を除く）とする。この場合において、補助金額に１，０００

円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てる。 
 

（交付申請） 
第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、船橋



市鉄道駅バリアフリー化設備整備費補助金交付申請書（第１号様式）に次に掲

げる書類を添えて、市長に申請しなければならない。 
⑴ 補助金所要額調書（第２号様式） 
⑵ 事業計画書（第３号様式） 
⑶ 収支予算書（第４号様式） 
⑷ その他市長が必要と認めるもの 

 
（交付決定） 

第６条 市長は、前条の規定による申請があった場合にはその内容を審査し、適

正と認めたときは予算の範囲内で補助金の交付を決定する。 
２ 市長は、適正な交付を行うため必要があると認めるときは、補助金の交付に

係る事項に修正を加えて交付決定することができる。 
 

（交付条件） 
第７条 市長は、前条第１項の規定により補助金の交付を決定する場合におい

て、次の各号に掲げる条件を付する。 
⑴ 次に掲げる事項のいずれかに該当する場合は、あらかじめ市長の承認を 

受けること。 
ア 補助金の交付を決定した事業（以下「補助事業」という。）の内容を変

更しようとする場合（ただし、軽微な変更の場合 を除く。） 
  イ 補助事業に要する経費の配分及び事業額の１０％を超える変更をしよ

うとする場合 
  ウ 事業主体若しくは施行場所の変更又は事業量の１０％を超える変更を

しようとする場合 
  エ 補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合 
⑵ 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難と

なった場合においては、速やかに市長に報告してその指示を受けること。 
⑶ 市長は、必要があると認めるときは、前各号に定めるもののほか必要な条

件を付し、又は指示することができる。 
 

（交付決定の通知） 
第８条 市長は、補助金の交付を決定したときは、速やかにその決定内容及びこ

れに条件を付した場合にはその条件を船橋市鉄道駅バリアフリー化設備整備

費補助金交付決定通知書（第５号様式）により申請者に通知する。 
 



（交付決定の取消し等） 
第９条 市長は、補助金の交付決定後において、次の各号のいずれかに該当する

場合は、補助金の交付決定の全部若しくは一部を取消し、又は、その決定の内

容若しくはこれに付した条件を変更することができる。 
⑴ 特別の事由が生じたとき 
⑵ 偽りその他不正の手段により交付決定を受けたとき 
⑶ 補助金を他の用途に使用したとき 
⑷ 前各号に掲げるもののほか、補助金の交付決定の内容及びこれに付した 

条件に違反したとき又は市長の処分に従わなかったとき 
 

（変更、中止又は廃止の承認申請） 
第１０条 第６条の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業

者」という。）は、補助事業を変更し、中止し、又は廃止しようとするときは、

船橋市鉄道駅バリアフリー化設備整備事業変更等承認申請書（第６号様式）に、

次に掲げる書類を添えて市長に申請し、その承認を受けなければならない。 
⑴ 変更補助金所要額調書（第２号様式） 
⑵ 変更事業計画書（第３号様式） 
⑶ 変更収支予算書（第４号様式） 
⑷ その他市長が必要と認めるもの 

 
（変更の承認） 

第１１条 市長は、前条の規定により承認申請があった場合にはその内容を審

査し、適正と認めたときは、船橋市鉄道駅バリアフリー化設備整備事業変更等

承認通知書（第７号様式）により補助事業者に通知する。 
 

（着手及び完了の届出） 
第１２条 補助事業者は、補助事業に着手したとき及び当該補助事業が完了し

たときは、速やかに船橋市鉄道駅バリアフリー化設備整備事業着手・完了届

（第８号様式）により市長に届け出なければならない。 
 

（実績報告） 
第１３条 補助事業者は、当該補助事業が完了したとき（廃止の承認を受けたと

きを含む）はその完了した日から起算して２０日を経過する日又は補助金の

交付決定に係る会計年度が終了する日のうちいずれか早い日までに、船橋市

鉄道駅バリアフリー化設備整備費補助金実績報告書（第９号様式）に、次に掲



げる書類を添えて、市長に報告しなければならない。 
⑴ 事業完了実績書（第３号様式） 
⑵ 収支決算書（第４号様式） 
⑶ その他市長が必要と認めるもの 

 
（補助金の額の確定） 

第１４条 市長は、前条の規定による実績報告書を受けたときは、実績報告書等

の書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、その報告に係る補助

事業の成果が補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合するもの

であるかどうかを調査し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を

確定し、船橋市鉄道駅バリアフリー設備整備費補助金確定通知書により当該

補助事業者に通知する。 
 

（交付時期） 
第１５条 補助金は、前条の規定により確定した額を補助事業が完了した後に

おいて交付する。ただし、市長が必要と認めるときは、補助事業の完了前に交

付することができる。 
２ 補助事業者は、前項ただし書の規定により補助金の交付を受けようとする

場合において、船橋市鉄道駅バリアフリー化設備整備費補助金交付請求書（第

１１号様式）に、資金計画書(第１２号様式)を添付し、市長に請求しなければ

ならない。 
 

（関係書類の整理） 
第１６条 補助事業者は、補助事業に係る補助金について収入及び支出に関す

る帳簿を備え、他の経理と区分して補助金の使途を明らかにしておかなけれ

ばならない。 
２ 補助事業者は、前項の帳簿とともに、その内容を証する書類を整理して、補

助対象事業の完了の日の属する年度の終了後１０年間保存しなければならな

い。 
 

（取得財産等の管理等） 
第１７条 補助事業者は、取得財産等について、補助事業の完了後においても、

善良な管理者の注意をもって管理し、補助金交付の目的に従って、効率的に運

用しなければならない。 
 



（取得財産等の処分の制限） 
第１８条 補助事業者は、取得財産等については、補助事業の完了後においても、

その財産の耐用年数（減価償却期間の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大

蔵省令第１５号）に規定する耐用年数）の期間を経過するまでは、市長の承認

を受けないで、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付

け、又は担保に供してはならない。 
 

（補則） 
第１９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 
 
  附 則 
 この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 
 この要綱は、令和４年１月２０日から施行する。 

附 則 
 この要綱は、令和５年１１月１日から施行する。 
 
 
  



別表第１（第２条関係） 
 

補助対象設備 
 

区   分 設 備 項 目 
１ 鉄道駅の移動等円滑化

に関する設備 
段差解消設備 
転落防止設備 
誘導用設備 
障害者対応型便所 
その他移動等円滑化に資すると認められるもの 

２ 待合・乗継環境の向上

及び情報提供に関する設備 
主要な乗継拠点における待合施設 
情報提供案内板 
情報提供のユニバーサルデザイン化設備 
その他待合・乗継環境の向上、情報提供のバリア

フリー化に資すると認められるもの 

 
  



別表第２（第４条関係） 
 

補助対象経費の区分及び範囲 
 

補助対象経費の区分 範    囲 
１ 本工事費 別表第 1 に掲げる設備の購入を含む 
２ 附帯工事費 補助対象設備の整備に伴う建物の改修等に直

接要した費用で、本工事を実施するための仮設

工事に直接要した費用を含む 

３ 補償費 物件の移転等に伴う補償に直接要する経費 
４ 事務費 
（補助対象設備の整備に直

接要する経費に限る） 

設計費・工事監理費 

 
  



第１号様式（第５条関係） 
 

船橋市鉄道駅バリアフリー化設備整備費補助金交付申請書 
 

  年  月  日 
 
船橋市長      あて 
 
                住 所 
                団体名 
                代表者                  

 

 

 船橋市鉄道駅バリアフリー化設備整備費補助金の交付を受けたいので、船橋市鉄道駅バ

リアフリー化設備整備費補助金交付要綱第５条の規定により、次のとおり申請します。 
 

補  助  年  度 年度     

補助事業等 

名 称  

目的及び内容  

効 果  

経 費 所 要 総 額                      円 

交 付 申 請 額                      円 

着手及び完了予定年月日 
着手予定        年   月   日 

完了予定        年   月   日 

添 付 書 類 

１ 補助金所要額調書 
２ 事業計画書 
３ 収支予算書 
４ その他（                ） 

 
 



第２号様式（第５条、第１０条関係） 
 

補助金所要額調書（変更補助金所要額調書） 
 

区 分 補助対象事業費 市補助額 備 考 

 
本工事費 

 
 
 
 

附帯工事費 
 
 
 
 

補 償 費 
 
 
 
 

事 務 費 
 
 
 
 

 
円 

 
円 

 

合  計 円 円  

（注） 
１ 市補助額は補助対象事業費の金額に１／３を乗じて得た額を記載すること。 

この場合において、１，０００円未満の端数は切り捨てること。 
２ 変更補助金所要額調書の場合は、変更前の金額を上段に括弧書きにし、変更後の金額

を下段に記載すること。  



第３号様式（第５条、第１０条、第１３条関係） 
 

事業計画書（変更事業計画書、事業完了実績書） 
 

補助対象設備設置駅名 
 

乗 降 客 数  

工     期 
（着手予定）       年   月   日 
 
（完成予定）       年   月   日 

補助対象事業経費 積 算 内 訳 備  考 

 
本工事費 

 
 
 

附帯工事費 
 
 
 

補 償 費 
 
 
 

事 務 費 
 
 
 

円  

合   計 円  

（注） 変更事業計画書の場合は、変更前の計画を上段に括弧書きし、変更後の計画を下

段に記載すること。  



第４号様式（第５条、第１０条、第１３条関係） 
 

収支予算書（変更収支予算書、収支決算書） 
 
１ 収入の部 

区 分 
予 算 額 

（変更予算額） 
（決 算 額） 

（当初予算額） 
比 較 増 減 

備 考 
増 減 

 円 円 円 円  

合 計 円 円 円 円  

 
２ 支出の部 

区 分 
予 算 額 

（変更予算額） 
（決 算 額） 

（当初予算額） 
比 較 増 減 

備 考 
増 減 

 円 円 円 円  

合 計 円 円 円 円  

 
  



第５号様式（第８条関係） 
船橋市鉄道駅バリアフリー化設備整備費補助金交付決定通知書 

 
船橋市  指令 第  号 

  年  月  日 
様 

船橋市長            印 
 
    年  月  日付申請のあった船橋市鉄道駅バリアフリー化設備整備費補助金の

交付について、次のとおり決定したので、船橋市鉄道駅バリアフリー化設備整備費補助金交

付要綱第８条の規定により通知します。 

補 助 年 度 年度       

補助事業等の名称  

経費所要総額のうち 

補助の対象となる経費 
円  

交 付 決 定 額 円  

交 付 予 定 時 期  

交 付 条 件 

⑴ 次に掲げる事項のいずれかに該当する場合は、あらかじめ市

長の承認を受けること。 

ア 補助事業の内容を変更しようとする場合（ただし、軽微な

変更の場合を除く。） 

  イ 補助事業に要する経費の配分及び事業額の１０％を超える

変更をしようとする場合 

  ウ 事業主体若しくは施行場所の変更又は事業量の１０％を超

える変更をしようとする場合 

  エ 補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合 

⑵ 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂

行が困難となった場合においては、速やかに市長に報告してそ

の指示を受けること。 

⑶ 市長は、必要があると認めるときは、前項に定めるもののほ

か必要な条件を付し、又は指示することができる。 

（注） 上記の決定に対して異議があるときは、速やかに文書で申請の取下げをすること。 



第６号様式（第１０条関係） 
船橋市鉄道駅バリアフリー化設備整備事業変更等承認申請書 

年  月  日 
船橋市長      あて 
                住 所 
                団体名 
                代表者                  

 

    年  月  日付船橋市  指令第  号により交付決定を受けた鉄道駅バリア

フリー化設備整備事業計画を変更（中止・廃止）したいので、船橋市鉄道駅バリアフリー

化設備整備費補助金交付要綱第１０条の規定により、次のとおり申請します。 
 

指 令 年 月 日   年    月    日 指 令 番 号 船橋市  指令第   号 

補 助 年 度                       年度 

補助事業等の名称 
 

変更（中止・廃止） 

の理由 
 

補助事業等の内容 
（変更前） 

（変更後） 

変更（中止・廃止） 

年 月 日 
         年    月    日 

添 付 書 類 
１ 変更補助金所要額調書   ２ 変更事業計画書 
３ 変更収支予算書 
４ その他（             ） 

  



第７号様式（第１１条関係） 
船橋市鉄道駅バリアフリー化設備整備事業変更等承認通知書 

 
第    号 

  年  月  日 
様 

船橋市長            印 
 
    年  月  日付申請のあった鉄道駅バリアフリー化設備整備事業計画の変更等

について、次のとおり決定したので、船橋市鉄道駅バリアフリー化設備整備費補助金交付要

綱第１１条の規定により通知します。 

補 助 年 度 年度      

補助事業等の名称  

経費所要総額のうち 

補助の対象となる経費 
円  

交 付 決 定 額 円  

交 付 予 定 時 期  

交 付 条 件 

⑴ 次に掲げる事項のいずれかに該当する場合は、あらかじめ市

長の承認を受けること。 

ア 補助事業の内容を変更しようとする場合（ただし、軽微な

変更の場合を除く。） 

  イ 補助事業に要する経費の配分及び事業額の１０％を超える

変更をしようとする場合 

  ウ 事業主体若しくは施行場所の変更又は事業量の１０％を超

える変更をしようとする場合 

  エ 補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合 

⑵ 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂

行が困難となった場合においては、速やかに市長に報告してそ

の指示を受けること。 

⑶ 市長は、必要があると認めるときは、前項に定めるもののほ

か必要な条件を付し、又は指示することができる。 

（注）上記の決定に対して異議があるときは、速やかに文書で申請の取下げをすること。 



第８号様式（第１２条関係） 
 

船橋市鉄道駅バリアフリー化設備整備事業着手・完了届 
 

  年  月  日 
 
  船橋市長   あて 
 

住 所 
                   団体名 
                   代表者                  

 
 次のとおり補助事業に着手（を完了）したので、船橋市鉄道駅バリアフリー化設備整備費

補助金交付要綱第１２条の規定により届け出ます。 
 

指 令 年 月 日     年    月    日 指 令 番 号 船橋市  指令第   号 

補  助  年  度                                                     年度 

補 助 事 業 等 

名称  

内容  

施工場所  

着 手 年 月 日   年  月  日 完 了 年 月 日   年  月  日 

摘  要  

 
  



第９号様式（第１３条関係） 
 

船橋市鉄道駅バリアフリー化設備整備費補助金実績報告書 
 

  年  月  日 
 
船橋市長      あて 
 
                   住 所 
                   団体名 
                   代表者             
 
 
 船橋市鉄道駅バリアフリー化設備整備費補助金交付要綱第１３条の規定により、鉄道駅

バリアフリー化設備整備事業の実施状況を次のとおり報告します。 
 

指 令 年 月 日   年   月   日 指 令 番 号 船橋市  指令第   号 

補 助 年 度              年度 

補 助 事 業 等 
名称  

施行場所  

着 手 年 月 日    年   月   日 完 了 年 月 日      年   月   日 

交 付 決 定 額                           円 

既 交 付 額                           円 

補 助 対 象 経 費 精 算 額                           円 

補助事業の経過及び内容     

添 付 書 類 
１ 事業完了実績書 
２ 収支決算書 
３ その他 （             ） 

 
 



第１０号様式（第１４条関係） 
 

船橋市鉄道駅バリアフリー化設備整備費補助金確定通知書 
 

    第    号 
  年   月  日 

 
 

   様 
 

船橋市長            印 
 
 
    年  月  日付で実績報告のあった鉄道駅バリアフリー化設備整備費補助金に

ついて、次のとおり補助金の額を確定したので、船橋市鉄道駅バリアフリー化設備整備費補

助金交付要綱第１４条の規定により通知します。 
 

 
  

指 令 年 月 日  年  月 日 指 令 番 号 船橋市  指令第     号 

補 助 年 度           年度 

補助事業等の名称  

交 付 決 定 額                          円 

補助金対象経費精算額                          円 

補 助 率              

交 付 確 定 額                          円 



第１１号様式（第１５条関係） 
 

船橋市鉄道駅バリアフリー化設備整備費補助金交付請求書 
 

  年  月  日 
 
船橋市長      あて 
 
                 住 所 
                 団体名 

               代表者                
 
 船橋市鉄道駅バリアフリー化設備整備費補助金交付要綱第１５条の規定により、鉄道駅

バリアフリー化設備整備費補助金の交付を次のとおり請求します。 
 

指 令 年 月 日   年 月 日 指 令 番 号 船橋市 指令第   号 

補 助 年 度                   年度 

補助事業等の名称  

交 付 決 定 額                   円 

既 交 付 額 

      年   月   日 交付          円 

      年   月   日 交付          円 

                計           円 

今回交付請求額                             円 

未 交 付 額                             円 

添 付 書 類 
１ 補助金交付決定通知書の写 

２ その他（                    ） 

  



第１２号様式（第１５条関係） 
 

資金計画書 
 
    月 別 
区 分 

月 月 月 月 月 月 

収 
 
 

入 

 円 円 円 円 円 円 

計 円 円 円 円 円 円 

支 
 
 

出 

 円 円 円 円 円 円 

計 円 円 円 円 円 円 

差引残高 円 円 円 円 円 円 

 
（注）未経過の月分については、見込み額を計上すること。 
 


